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研究要旨：地域における低出生体重児およびその家族への支援の課題を明らかにすることを

目的として、自治体の専門職者を対象に電子メールによるアンケート調査を実施した。9 都

道府県を通じて各自治体の母子保健担当者に調査を依頼し、172 自治体から回答を得た。地域の

母子保健担当者が家族から受ける相談内容は、退院後から 3 歳頃までの時期では、低体重・低身

長、授乳、離乳食や食事、親のストレス・不安、言語発達の順に多く報告された。3 歳以降から小学

生の間では、言語発達、療育、知的発達、不注意・多動など、認知行動発達に関する相談が多かっ

た。親のストレスや不安への対応に苦慮する割合が高かった。関係機関との連携状況については、

教育委員会、リハビリ・フォローアップを担う医療機関、小学校との連携が低率であった。また、就学

(就学猶予制度等を含む)に関する情報提供に、直接母子保健担当が関わっているのは 46 自治体

(27％)であった。一部の自治体では小学校入学以降、母子保健担当は支援から離れると回答して

おり、支援の継続性のほか、地域における低出生体重児の中長期的支援を推進するための保健指

導・支援の手引きの作成に必要とされる具体的な支援内容などの課題が明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 
わが国の出生数は低下傾向にあるものの、

出生数に占める低出生体重児の割合は 1980 年

代以降増加傾向にあり、2005 年頃からは 9%
台半ばで横ばいが続いている 1)。低出生体重

児は、出生後に医療が必要となる場合が多

く、また、成長・発達の遅延や障害、成人期

も含めた健康に係るリスクの大きさも指摘さ

れている 2), 3）。保護者は、出産から新生児

期、乳幼児期、学齢期、青年期といった子ど

ものライフステージごとに、健康や障害、成

長・発達、学習面などに関して様々な不安を

抱き、育児に困難を感じやすいと言われてい

る 4)。そのため、低出生体重児とその保護者

に対し、医療機関のみならず、各自治体（区

市町村）においても、保健師等の専門職によ

る、個々の状況に応じた多様な支援が求めら

れている。平成 30 年度子ども・子育て支援推

進調査研究事業により、「低出生体重児保健指

導マニュアル」5）が作成・活用されている

が、支援の現場で何が課題となっているかは

十分には把握できていない。低出生体重児と

保護者のニーズに即した支援を行うために

は、地域での低出生体重児に対する支援の課

題を明らかすることが不可欠と考えられる。 
 本研究は、自治体の専門職者を対象として、

地域における低出生体重児とその家族への支

援に関するアンケート調査を行い、現状の課

題を明らかにし、自治体や一次医療機関向け

に作成する、保健指導・支援の手引きの資料

とすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

1．研究デザイン 
共同研究機関の研究責任者が関わる自治体

(区市町村)において低出生体重児支援の担当
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者を対象としたアンケート調査を行い、同意

を得た対象者により詳しい現状と課題をイン

タビュー調査で探索する観察研究。 
2．対象者とその見積もり 

対象は、11の研究機関(9 都道府県)の自治

体で低出生体重児と家族の支援に直接関わっ

ている担当者。目標数はアンケート調査約

200 人、インタビュー調査約 20 人とした。 

3．アンケート調査内容 

 低出生体重児の退院後から 3 歳頃までの期間

と 3 歳以降から小学生の期間で各々保護者から

多く寄せられる相談内容・相談対応における問題

点と工夫、低出生体重児支援に関する情報収集

の実態、医療・福祉・教育等の関連機関との連携

状況について質問した。元自治体保健師の研究

協力者(廣田直子氏)の助言のもと、アンケート

調査票（資料 1）を作成した。 

４．アンケート調査の実施方法（図 1） 

共同研究機関が所在する 9 都道府県の担当

部署に対し、調査の依頼文書、説明文・同意書

とアンケート調査票を電子メールに添付し、そ

の担当部署が管轄する自治体に転送するよう

依頼した。各自治体においては、担当者 1 名が

内容に同意の上、アンケート調査票に回答を記

入し、電子メールにて研究代表者へ直接返送す

る方式をとった。各共同研究機関の研究責任者

は、アンケート調査の結果を基にインタビュー

調査の対象者および内容を検討し、インタビュ

ーガイド（資料 2）に沿って対面または WEB で

インタビューを実施する。 

すべてのアンケート調査の回答をまとめ

て、記述統計を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」を遵守して実施した。研究

代表者の研究機関である自治医科大学附属病院

の臨床研究倫理審査委員会に一括審査を申請

し、承認を得た (臨附 24-146)。分担研究者なら

びに研究協力者の所属機関においても、研究実

施の承認を得た上で調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1．アンケート調査回答自治体・回答者の背景  

9 都道府県（北海道、栃木県、東京都、神奈川

県、愛知県、大阪府、岡山県、福岡県、佐賀県）

が管轄する 508 自治体の母子保健担当者に調査

を依頼し、172自治体（34%）から回答を得た。回答

者は保健師が 93%であった。回答自治体の人口

規模は、1 万人未満が 26％、1 万～10 万人が

47％、10 万人以上が 26％であった。出生統計に

関しては、2023 年の出生数が 500 人未満であっ

た自治体が 69%、低出生体重児の出生数が 50 人

未満であった自治体が 72％であり、比較的小規

模で低出生体重児の出生数が少ない自治体から

の回答が多かった。低出生体重児の出生数が

500 人以上であったのは、2 自治体（1%）のみであ

った(表1)。回答自治体の低出生体重児の出生率

は、中央値 9.3%、平均 9.7％で、全国平均(9.6%)

相当であった。 

2．支援対象とみなしている低出生体重児の範

囲 

 低出生体重児全例と回答した自治体が 69%に

対し、保護者等の要望や医療機関からの連絡

に限定した例が 10％、特に重点ではないとした

自治体が 5％であった。 

3．家族からの相談 

 退院後から 3 歳頃までの時期に寄せられる相談

内容は、低体重・低身長が最多で、ついで授乳、

離乳食・食事、親のストレス・不安、言語発達の順

だった。低体重・低身長に関する相談は件数とし

ては多かったが、支援や対応に苦慮する割合は

比較的少なくかった。一方で、知的発達や言語発

達、親のストレス・不安に関する相談では、対応に

苦慮する割合が高い傾向にあった（表 2A）。 

 3 歳以降から小学生の間では、言語発達、療

育、知的発達、不注意・多動など、認知行動発達

に関する相談が多く、その対応の苦慮率も高い傾

向にあった。中でも、不注意・多動に関する相談

は対応に苦慮する割合も 75%と高率であった（表

2B）。 
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4．支援のための情報入手方法 

 低出生体重児の支援に関する知識の入手経路

としては、国や都道府県からの情報提供利用が

63%、国や都道府県が実施する研修参加が 53%と

高い割合を示した。他に、WEB サイトや SNS、低

出生体重児保健指導マニュアル、医療機関から

の情報提供が各々40％台の利用率であった。情

報の具体的な内容の中で、リハビリテーション、医

療費、保護者の休業などに関して、比較的入手

困難と認識されていた。 

5．支援における関係機関との連携状況 

 最も連携率が高かったのはこどもが所属する園

（89%）、ついで自治体内の関係部署（86%）、児童

発達支援事業所（81%）であった。一方、リハビリ・

フォローアップの医療機関 (61%)、教育委員会

(66%)との連携は比較的低率であり、中でも小学校

との連携は 47%と唯一半数未満にとどまった(表 3)。

すべての機関において、連携ありの場合、90％以

上で「連携はうまくいっている」と評価されていた。 

6．低出生体重児の就学に関する情報提供状況 

 情報提供を必ず行っているのは１自治体のみで

あった。必要に応じて教育委員会の就学相談を

案内している、および、特段おこなっていないは

あわせて 110 自治体(65％)であった(表 4A)。情報

提供を行う機会としては、家族から相談を受けたと

きが最も多く（89％）、ついで保育所・認定こども

園・幼稚園を通じてや乳幼児健診時であった(表

4B)。 

 

Ｄ．考察 

 自治体においては、保健師を中心とする専門職

が、医療的対応を要するほどではないが、生活の

中で気になる成育上の問題も含めて、低出生体

重児とその家族への支援を担っている。乳幼児期

において家族から多く寄せられる相談のうち、体

格が小さいことに関しては、「医療機関退院後の

低出生体重児の発育曲線(2022) 6）」等資料の活

用により、対応に苦慮する割合は比較的少なかっ

た。一方、親のストレス・不安や言語発達に関する

相談は、対応に苦慮する割合が高く、支援の困

難さを示していた。保護者の心理的・身体的負担

に配慮した具体的な対応方法や助言の事例など

を、保健指導・支援の手引きに加えることが有

用と考えられた。3 歳以降の年長児から学齢

期においては、知的発達、言語発達、療育、

不注意・多動など、認知・行動発達に関する

相談が多く、同時に、対応に苦慮する割合も

高かった。認知・行動発達への支援に関する

好事例や具体的な対応策等を提示することが

重要と考えられた。支援のための情報入手手

段は、国や都道府県からの情報提供および研修

の活用率が多く、地域における低出生体重児支

援では、公的機関による情報の重要性が示唆さ

れた。関係機関との連携状況をみると、就学支援

において重要となる、母子保健担当と教育機関

（小学校や教育委員会）との連携が他の関係部門

に比べて低率であった。一部の自治体では、小

学校入学以降、母子保健担当は支援から離れる

と回答しており、支援の継続性に課題があると考

えられた。これを反映するように、就学(就学猶予

制度等を含む)に関する情報提供を、特段おこな

っていない、または教育委員会の就学相談を案

内しているのが、あわせて 65％と半数を越えてお

り、母子保健の観点からみた低出生体重児の就

学への関わりは十分とはいえなかった。 

 低出生体重児は、乳幼児期のみならず学童

期も小柄な体格であることが多く、言語発達

や認知発達に遅れを認めるリスクも高いこと

から、就学期以降も出生時の状況やその後の

健康状態、発達歴を踏まえた支援が自治体に

求められる。今回の結果から、母子保健担当

と子どもの発達や教育支援を行う児童福祉担

当との連携の強化、あるいは両担当を統合し

た包括的な子育て支援体制の構築が必要であ

ることが明らかとなった。こども家庭センター

等の機関が、乳幼児期から学童期まで一貫した

支援拠点として、その役割を果たすことが期待さ

れる。 

本アンケート調査の回答率は、対象とした 9 都

道府県における全自治体数の 34％にとどまっ
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た。都道府県別では、東京都が 16％と特に低率

であった。したがって、本調査結果の解釈にあた

っては、比較的小規模自治体からの回答が多か

った点を考慮する必要がある。また、家族からの

相談に対して、担当者が苦慮した点や留意してい

る点、効果的であった点などについては、インタビ

ュー調査を通じてより具体的内容を把握することと

しており、今後それらの知見も加味した上で、地

域における低出生体重児の保健指導・支援の

手引きへ反映させていく予定である。 

  

Ｅ．結論 

 低出生体重児への支援に関する自治体アンケ

ート調査を実施し、172 自治体の母子保健担当

者から回答を得た。低出生体重児の中長期的な

フォローアップおよび支援の観点から、家族から

の相談内容や地域における対応状況、母子保健

と教育機関との連携体制に関する課題が明らかと

なった。 
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図 1 アンケート調査方法 

 

 

表 1 アンケート調査回答者・自治体の背景 （回答総数 172） 

    回答数 有効率 

回答者の職種 保健師 63 37% 
 助産師 3 2% 
 看護師 1 1% 
 保健師＋看護師 96 56% 
 看護師＋社会福祉士 1 1% 
 保健師＋看護師＋助産師 7 4% 
 保健師＋看護師＋社会福祉士 1 1% 
回答自治体の規模    

人口 1 万人未満 45 26% 
 1 万人以上 10 万人未満 81 47% 
 10 万人以上 45 26% 
2023 年出生数 500 人未満 118 69% 
 500 人以上 1000 人未満 33 19% 
 1000 人以上 21 12% 
2023 年低出生体重児出生数 50 人未満 124 72% 
 50 人以上 100 人未満 28 16% 
 100 人以上 500 人未満 17 10% 
  500 人以上 2 1% 

 

 

表 2A 家族からの相談（退院後から 3 歳までの間） 

      相談対応への苦慮の有無 

相談の多い順 選択率 苦慮なし 苦慮あり 無回答 苦慮あり率 

1 低体重・低身長 85% 89 53 4 37% 

2 授乳 49% 49 34 2 41% 

3 離乳食・食事 37% 36 23 5 39% 

4 親のストレス・不安 30% 22 22 7 50% 
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5 言語発達 29% 14 31 5 69% 

6 運動障害麻痺以外 21% 14 19 3 58% 

7 知的発達 7% 3 7 2 70% 

8 健診 6% 10 1 0 9% 

9 療育 6% 1 9 0 90% 

10 その他 5% 4 3 2 43% 

11 予防接種 3% 3 2 0 40% 

12 自閉 2% 0 4 0 100% 

13-15 不注意多動 2% 0 3 1 100% 

 就園・通園 2% 3 1 0 25% 

 医療費 2% 1 2 0 67% 

16-20 睡眠 1% 0 1 1 100% 

 過体重・肥満 1% 1 0 0 0% 

 視力 1% 1 0 0 0% 

 保護者休業や看護 1% 0 1 0 100% 

20-26 
運動障害麻痺、聴力、リハビリ、就学・通学、

兄弟関係、いじめ、経済困難 
0         

 

表 2B 家族からの相談（3 歳以降から小学生の間） 

      相談対応への苦慮の有無 

相談の多い順 選択率 苦慮なし 苦慮あり 無回答 苦慮あり率 

1 言語発達 38% 89 53 4 49% 

2 療育 26% 49 34 2 61% 

3 知的発達 22% 36 23 5 62% 

4 不注意・多動 19% 22 22 7 75% 

5 その他 19% 14 31 5 44% 

6 低体重低身長 18% 14 19 3 10% 

7 就園・通園 17% 3 7 2 41% 

8 就学・通学 17% 10 1 0 52% 

9 自閉 15% 1 9 0 72% 

10 運動障害麻痺以外 11% 4 3 2 32% 

11 離乳食・食事 7% 3 2 0 25% 

12 親のストレス・不安 7% 0 4 0 55% 

13 リハビリ 2% 0 3 1 75% 

14-18 過体重・肥満 1% 3 1 0 100% 

 運動障害麻痺 1% 1 2 0 67% 

 健診 1% 0 1 1 0% 

 兄弟関係 1% 1 0 0 100% 

 友人・いじめ 1% 1 0 0 100% 

19-26 
睡眠、視力、聴力、授乳、予防接種、医療

費、経済困難、保護者休業や看護 
0     
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表 3 母子保健担当と関係機関との連携 
 連携なし 連携あり 無回答 連携ありの割合 

小学校（特別支援学校小学部を含む） 90 80 2 47% 

リハビリ・フォローアップ 66 105 1 61% 

教育委員会 58 112 2 66% 

かかりつけ医 43 128 1 75% 

児童発達支援 33 137 2 81% 

自治体内部署 24 148 0 86% 

保育所等・幼稚園（特別支援学校幼稚

部を含む）・認定こども園  

18 152 2 89% 

 

 

表 4A 就学(就学猶予制度等を含む)に関する情報提供（複数回答可） 
 回答数 有効率 

1 必ず行っている 1 1% 

2 必要に応じて母子保健担当が行っている 16 9% 

3 必要に応じて教育委員会の就学相談を案内している 49 29% 

4 特段行っていない 60 35% 

5 その他 13 8% 

2 または 3、2 または 5、2 または 3 または 5 29 17% 

3 または 4 1 1% 

4 または 5 1 1% 

回答なし 2   

 

 

表 4B 就学に関する情報提供を行う場合の機会（複数回答可） 

表 4A で必ず・必要に応じて情報提供を行っている場合(総数 46) 

情報提供の機会 回答数 有効率 

かかりつけ医 6 13% 

発達支援を行っている専門外来 8 17% 

保育所 24 52% 

幼稚園 19 41% 

認定こども園 15 33% 

乳幼児健康診査 23 50% 

就学時健康診断 15 33% 

家族から相談を受けたとき 41 89% 

 


